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◇再生可能エネルギー推進ビジョンにおける水素

 次期ビジョンにおいては、「再生可能エネルギーの導入推進」「再生可能エネルギー関連
産業集積」「持続可能なエネルギーシステム構築」の３つ施策の柱を支え、それらを加速
させるものとして「水素社会実現」を位置づける方向で検討を進めている。

1

【持続可能なエネルギーシステム構築】

【再生可能エネルギー関連産業集積】【再生可能エネルギーの導入推進】
地域で所有する仕組 人材・組織づくり

導入促進の支援

法規制等の緩和 技術的課題への対応

企業立地・マッチング

関連産業育成・集積

ネットワークの構築

研究開発への支援

海外展開

県産再エネの可視化

自家消費の推進

レジリエンスの向上

省エネ・効率利用

スマコミの構築
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【水素社会実現】

水素ステーション支援 水素モビリティ支援

水素活用モデル構築 技術実証

関連産業育成・集積

◆水素エネルギーの活用
燃料電池自動車・燃料電池バス等モビリティ利用の普及拡大。
県有施設等への水素利用設備の導入。
水素関連技術研究等への支援。

エネルギーの効率利用

導入のための推進施策の基本イメージ

 足下のアクションプラン（第３期）においてもエネ
ルギーの効率利用の手段として、水素エネルギーの
活用を推進している。



◇今後の県内における取組

 2030年までの動きとして、2021年2月8日に改定された福島新エネ社会構想において、水
素イノベーション拠点の創出や水素社会実証地域モデルの形成といった幅広い取組を掲げ
ており、特に水素の利用拡大の観点から、水素モビリティ等の更なる導入拡大が不可欠。
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◇水素基本戦略における政府目標

 政府「水素基本戦略」（2017年12月26日策定）において、国内の水素ステーションは
900箇所相当、FCVは80万台のロードマップ目標を確認。

2020年11月26日第18回水素・燃料電池戦略協議会
「資料1 今後の水素政策の検討の進め方について」（抜粋）福島県の状況

（2020年12月末時点）

○水素ステーションの数
３箇所

（約1.64箇所/人口100万人）

○FCVの台数
７８台

（約42.6台/人口100万人）
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全国の状況

○水素ステーションの数
162箇所

（約1.28箇所/人口100万人）

○FCVの台数
3800台

（約30.0台/人口100万人）

全国に先駆けて普及



◇政府目標達成のための産学官の取組

 政府は、目標達成のために、産学官におけるターゲットと達成に向けた取組を設定。

2020年11月26日第18回水素・燃料電池戦略協議会「資料1 今後の水素政策の検討の進め方について」（抜粋）
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◇水素モビリティの多用途展開

 セダンタイプの乗用車だけでなく、ＦＣトラックなど様々なモデル展開の見込み。これら
の開発・普及が目標達成の前提。

2020年8月21日 第2回グリーンイノベーション戦略推進会議ワーキンググループ「資料4 技術開発に関する説明」（抜粋）
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トヨタ自動車㈱「新型MIRAI発表会」より

大型車両を中心に水素モビリティの展開が見込まれる。

高速バス

ミニバンタイプ

SUVタイプ トラック
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